
（単位：百万円）

▲　681

③１６年度以降（２７年度までの間）に措置
予定

 (施設整備費補助金 14’：1,400→15’：
15,436）

特殊法人等名

【環境浄化機材貸付事業】

【ＰＣＢ廃棄物処理事業】

②緑地整備関係建設譲渡事業・産業廃棄物処
理施設建設譲渡事業

③平成２７年度までの間に、ＰＣＢ廃棄物処
理体制の状況等を勘案しつつ、ＰＣＢ廃棄物
処理の状況について検討を加え、その結果に
基づいて廃止を含めて見直しを行う。

(特)環境事業団

④平成１４年度において事業団の事業として
は廃止し、国や他の機関が直接実施している
同種の事業と統合する。

財投▲　11,900

（施設整備補助金　13’：1,280→14’：
1,400）

【建設譲渡事業】

<財投　14’：15,200→15’：3,300>財投▲　8,600

【ＰＣＢ廃棄物処理事業】

（施設整備補助金　13’：4,600→14’：
3,919）

【ＰＣＢ廃棄物処理事業】

①新規事業を採択せず、事業終了。

対前年度増減「整理合理化計画」における指摘事項 平成14年度における措置状況 平成15年度における措置予定事項対前年度増減

④１４年度から事業団の事業としては廃止
した。

【環境浄化機材貸付事業】

【廃棄物処理技術開発事業】

 ③１６年度以降（２７年度までの間）に措
置予定

【廃棄物処理技術開発事業】

（事務費交付金　13’：1→14’：12）

⑤一定期間経過後は廃止することとし、終期
を明確に設定する。

　 ▲　10（事務費交付金　13’：12→14’：2）

⑤必要に応じて事業内容を見直したうえ
で、特殊会社に引継ぎ、一定期間経過後、
廃止する。

②新規事業を採択せず、継続事業のみ実
施。

　

▲　686（施設整備補助金　13’：686→14’： -
）

<財投　13’：23,800→14’：15,200>

  

▲　2,368

　

　

5

－

「特殊法人等整理合理化計画」の措置状況及び措置予定事項調

④（措置済）

平成15年度財投計画要求額（増減　％）

平成15年度要求・要望額（増減　％）

  (事務費交付金　14’：2→15’：7）

【建設譲渡事業】

①（措置済）

　（施設整備補助金　14’： - →15’： - ）

②新規事業を採択せず、継続事業のみ実施。

【環境浄化機材貸付事業】

⑤必要に応じて事業内容を見直した上で、特
殊会社に引継ぎ、事業の廃止時期については
会社の在り方について検討を行う平成２７年
度までの間において会社の経営判断に委ね

環境省,農林水産省,経
済産業省,国土交通省

平成13年度当初予算額（増減　％） 平成14年度当初予算額（増減　％）

16,188 （＋31.2 ％）

平成13年度財投計画額（増減　％） 平成14年度財投計画額（増減　％）

23,800 （▲20.7％）

所管省庁名

現に事業実施中のものを除き廃止する。

①集団設置建物建設譲渡事業

11

120

±0

【建設譲渡事業】

一定期間経過後、廃止を含めて見直しを行
う。

▲　303

（基金への補助金　13’：2,000→14’：
2,000）

   (基金への補助金　14’：2,000→15’：
2,000）

　（補助金　13’：303→14’： - ）    (補助金　14’： - →15’： - ）

【廃棄物処理技術開発事業】

27,277 （+100.6％）

▲　10

14,036

±0

　（施設整備補助金　14’：3,919→15’：
1,551）

13,601 （▲16.0％）

3,300 （▲78.3％）15,200 （▲36.1％）

 

 －

  (事務費交付金　14’：12→15’：2）

資料６－３



⑩改組に伴う経費

⑨独立行政法人への債権債務の移管に向け
て、競売等の法的手段の推進や民間機関等へ
の回収委託により、不良債権の適切な処理及
び回収強化に全力を挙げる。

【債権回収業務】

  (事務費交付金　14’：258 →15’：258）

（貸倒引当費(交付金)　14’：2,400→15’：
4,000）

  (出資金　14’： - →15’： - ） －

  (事務費交付金　14’： - →15’：95 ）

258

±0

±0

1,600

【債権回収業務】

⑨債権回収について、平成１４年度から民間
委託等を通じ効率的に実施し、特殊会社への
移行に向けて債権債務の適切な処理を図る。

⑦外部の学識経験者からの評価を実施。

（事務費交付金　13’：8→14’：-）

　（出資金　13’：500→14’： - ）

⑨効率的な債権回収を図るため、民間委託
に必要な経費を計上。

【債権回収業務】

（事務費交付金　13’： - →14’：258）

【地球環境基金事業（環境保全活動を行う
民間団体に対する助成）】

【海外環境情報等提供事業（国際協力事業団
の委託による環境保全に係る研修）】

▲　8

【海外環境情報等提供事業（開発途上地域
の環境保全情報）】

【海外環境情報等提供事業（国際協力事業
団の委託による環境保全に係る研修）】

⑥（受託業務として実施）

▲　21

▲　500

   (補助金　14’：806→15’：1,207）

  (事務費交付金　14’： - →15’： - ）

【地球環境基金事業（環境保全活動を行う民
間団体に対する助成）】

【海外環境情報等提供事業（開発途上地域の
環境保全情報）】

⑦（措置済み）

⑧中央環境審議会での民間活動活性化の議論
を踏まえ、目標、点検方法等を定める。
  助成先の公表を実施するとともに、助成対
象の重点化を図る。また、第三者機関による
評価の実施のための準備経費を計上してい
る。

401

　　

－

（貸倒引当費(交付金)13’：2,400→14’：
2,400）

　（補助金　13’：827→14’：806）

⑧助成先の公表を実施するとともに、助成
対象の重点化を図った。

また、第三者機関による評価の実施、評価結
果の事業・予算配分への反映、助成先の公表
を実施するとともに、業務を縮減し、業務の
重点化を図る。

⑥客観的な事業評価の指標を設定した上で、
外部評価を実施するとともに、外部評価の内
容を国民にわかりやすい形で情報提供する。

　
【海外環境情報等提供事業（開発途上地域の
環境保全情報）】

⑧国が明確な政策目標を定め、合わせて当該
目標が達成された場合又は一定期間後には助
成措置を終了することを明記する。

【地球環境基金事業（環境保全活動を行う民
間団体に対する助成）】

⑦外部評価を実施する。

　

  (事務費交付金　14’：2,804 →15’：

　

　

　
　

▲　83

95

【上記以外の原因による要求・要望の増減】

⑪その他特殊法人改革を踏まえた事務費の減
額等財政規模縮減に努めた措置

⑥（受託業務として実施）

　

 

【海外環境情報等提供事業（国際協力事業団
の委託による環境保全に係る研修）】

 

　



（単位：百万円）

　　　　（14’：0　→　15’：59）

　　　　（14’：0　→　15’：316）

　化を図る。

所管省庁名特殊法人等名

【予防基金事業】

①基金収入の減少見込みに対応して施策の重点

対前年度増減「整理合理化計画」における指摘事項 平成14年度における措置状況 平成15年度における措置予定事項対前年度増減

【予防基金事業】

①住民保健ニーズに対応する健康相談、

　等に重点化。

　健康診査、機能訓練、知識の普及、研修

※本事業の財源は大気汚染に係る事業者の

　っていない。

　了）の運用益によっていることから、本事業に

　関しては、国費による予算要求は従来より行

▲ 166

59

316

　拠出等から成る基金（平成6年度末積上げ完

「特殊法人等整理合理化計画」の措置状況及び措置予定事項調

　（14年度に引き続き措置）

平成15年度財投計画要求額（増減　％）

―

③事務所移転経費

【上記以外の原因による要求・要望の増減】

②認定患者への補償給付等に充てられる経費

　　　　（14’：14,118　→　15’：13,952）

― ―

④独立行政法人化準備経費

【予防基金事業】

①措置済み

14,327（+1.5％）

平成15年度要求・要望額（増減　％）

（特）公害健康被害補
償予防協会

環境省

平成13年度当初予算額（増減　％） 平成14年度当初予算額（増減　％）

14,631（▲0.4％） 14,118（▲3.5％）

平成13年度財投計画額（増減　％） 平成14年度財投計画額（増減　％）


